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第１章 計画の趣旨 

１．計画策定の背景 

近年、地域における人口減少や既存の住宅・建築物の老朽化、社会的ニーズの変化及び産

業構造の変化等に伴い、空き家が年々増加しております。この中には適切な管理が行われず、

放置されているものも少なくなく、こうした管理不全な空き家によって、安全性の低下、公

衆衛生の悪化、景観の阻害等、多岐にわたる問題を生じています。 

総務省が５年毎に実施している「住宅・土地統計調査」では、令和 5 年の空き家数は全

国で約９００万２千戸、空き家率は１３．８％となり、5 年前と比較して０．２ポイント増

加し、過去最高となりました。 

住宅・土地統計調査では、空き家は「居住世帯のない住宅」に分類され、さらに「賃貸・

売却用及び二次的住宅を除く空き家」、「賃貸用の空き家」、「売却用の空き家」、「二次

的住宅」、の４つに分類されます。空き家全体に占める「賃貸・売却用及び二次的住宅を除

く空家」の割合は、平成１０年の調査以降増加しており、令和 5 年調査では約３８５万 6

千戸、空き家全体に占める割合は５分の２を超えています。（４２．８３％） 

このような状況を踏まえ、管理不全な空家等が地域住民の生活環境に及ぼす深刻な影響

から地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、併せ

て空家等の活用を促進するための事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的

かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的として、

平成２６年１１月に議員立法により「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下「法」

という。）が成立し、平成２７年５月２６日に全面施行されました。 

法では、第一義的には所有者等に空家等の適切な管理責任があるとしながら、空家等対策

計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施等について、住民に最も身近な行

政主体であり、個別の空家等の状況を把握する立場にある市町村の責務としています。 

国は、平成２７年５月には「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るため

に必要な指針（ガイドライン）」を公表し、市町村が「特定空家等」の判断の参考となる基

準を示す一方で、地域の実情を反映しつつ、適宜固有の判断基準を定めること等により対応

することが適当であるとしました。 

これらを踏まえ、当市では平成３０年 2 月に「白井市空家等対策計画」を策定、令和 3

年 10 月には白井市空家等対策協議会を設置し、令和５年３月には「第２次白井市空家等対

策計画」（以下「本計画」という。）に改訂する等、空家等の発生予防や適切な管理の推進

等の取組みを進めてきたところです。 

令和５年６月に、空家等の活用拡大・管理の確保などを目的として、空家等対策の推進に

関する特別措置法の一部が改正されたことに伴い、本計画についても必要な改定を行うもの

です。  
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２．計画の位置付け 

白井市空家等対策計画は法第７第１項に規定されている空家等対策計画です。本計画に

おいては、上位計画である白井市総合計画や白井市都市マスタープランと整合を図り、市

の空家等の現状や課題を踏まえて具体的な対策やその実施体制等を定めます。 

本計画は、空家等が周辺の生活環境にもたらす深刻な悪影響から、市民の生命、身体又

は財産を保護するとともにその生活環境の保全を図り、合わせて空家等の活用を推進し、

市民が安心して暮らせるまちづくりを目的として策定し、空家等に関する対策を総合的か

つ計画的に実施するため、定めるものです。 

 

３．計画期間 

本計画の期間は、令和５年度から令和９年度までの５年間とします。ただし、法改正や

住宅・土地統計調査の結果等により、空き家に関する状況に著しい変化が見られた場合

や、各対策の効果の検証結果を踏まえ、空家等に関する基本的な方針を変更する必要性が

生じた場合などには、必要に応じて、本計画の見直しを実施します。 

 

４．空家等に関する対策の対象とする地区 

白井市における空家等に関する対策の対象とする地区は、白井市内全域とします。ただ

し、今後、重点的に空家等への対策が必要な地区が発生した場合は、「重点対策地区」と

して指定の検討をします。  

 

５．対象とする空家等の種類 

本計画において対象とする空家等の種類は、法第２条第１項に規定する「空家等」とし

ます。また、「空家等」に該当しない「空き家」に対しても、必要に応じ本計画に準じた

取り組みを行うものとします。  

空家等対策の推進に関する特別措置法 

白井市総合計画 

白井市空家等対策計画 

白井市 

都市マスタープラン 
 根拠 

整合 

整合 
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※「空家等」「特定空家等」「管理不全空家等」「空き家」 

 

・「空家等」（法第２条第１項） 

  「空家等」は、法第２条第１項により「建築物又はこれに附属する工作物であって居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地にて着するも

のを含む。）をいう。」と定義されています。「居住その他の使用がなされていない」ことが

「常態である」とは、建築物等が長時間にわたって使用がなされていない状態をいい、例えば概

ね年間を通して建築物等の使用実績がないことは一つの基準となると考えられています。 

 

・「特定空家等」（法第２条第２項） 

  「特定空家等」は、法第２条第２項により「空家等」のうち「そのまま放置すれば倒壊等著

しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な

管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を

図るために放置することが不適切である状態にあると認められる」ものと定義されています。 

 

・「管理不全空家等」（法第 13 条第１項） 

「管理不全空家等」は、法第13条1項により「適切な管理が行われていないことによりそのまま

放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認められる空家等」と定義

されています。 

  

・「空き家」 

「空家等」は、「居住その他の使用がなされていない」ことが「常態である」建築物を指すの

に対し、この計画及び住宅・土地統計調査等において「空き家」は、居住その他の使用がなされ

ていない建築物等やその一部で、必ずしも「居住その他の使用がなされていない」ことが「常態

である」建築物でないものや、共同住宅で現に居住している者がいない空き室等、「空家等」に

該当しないものを含みます。 

空き家（住宅・土地統計調査など） 

 

 

 

 

 

 

 

空家等（法第２条第 1 項） 

 

管理不全空家等（法第 13 条第 1 項） 

 

特定空家等（法第 2 条第 2 項） 
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第２章 白井市の現状 

１．人口、世帯数の推移（白井市人口推計報告書（令和６年１２月）） 

白井市の人口は令和 2 年に 6 万２，４４１人となり、その後減少していく見込みです。

それに対し、世帯数は令和２年に、２万４，１４１世帯となり、令和７年以降減少してい

く見込みです。 
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２．空き家数の推移（住宅・土地統計調査（総務省）による。） 

（１）住宅・土地統計調査 

住宅・土地統計調査は、住宅とそこに居住する世帯の居住状況、世帯の保有する土地

などの実態を把握し、その現状と推移を明らかにするため、５年ごとに国が行う調査で

す。なお、本調査は抽出調査であり、結果の数値は推計値です。 

 

一時現在者のみの住宅 
昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているな

ど、そこにふだん居住している者が一人もいない住宅 

空き家 

賃貸・売却用及び二

次的住宅を除く空き

家 

賃貸用の空き家、売却用の空き家及び二次的住宅以外の人が住んで

いない住宅で、例えば、転勤・入院などのため居住世帯が長期にわ

たって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになってい

る住宅など（注：空き家の種類の判断が困難な住宅を含む。 

賃貸用の空き家 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の空き家 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

二次的 

住宅 

別荘 
週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される住宅で、

ふだんは人住んでいない住宅 

その他 
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まり

するなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅 

建設中の住宅 

住宅として建築中のもので、棟上げは終わっているが、戸締まりで

きるまでにはなっていないもの（鉄筋コンクリートの場合は、外壁

が出来上がったもの） 

なお、戸締りができる程度になっている場合は、内装が完了してい

なくなっても「空き家」とした。また、建築中の住宅でも、ふだん

人が居住している場合には、建築中とはせずに人が居住している住

宅とした。 

 

住宅 

居住世帯のある住宅 

居住世帯のない住宅 一時現在者のみの住宅 

空き家 

 

 

 

建設中の住宅 

賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家 

賃貸用の空き家 

売却用の空き家 

二次的住宅 別荘 

その他 

住宅 
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[

（２）総住宅数・空き家数の推移 

白井市における総住宅数は年々増加している一方で、空き家数は横ばい傾向を示して

います。 

 
 

 

（３）空き家率の推移 

白井市の空き家率は、全国や千葉県と比較しても低い値で推移しています。 
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（４）空き家のうち「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の戸数の推移 

白井市における空き家数は横ばいに推移していますが、空き家のうち、「賃貸・売却

用及び二次的住宅を除く空き家」の戸数は増加傾向にあります。

 

（５）空き家のうち「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の空き家数に対する

割合の推移 

白井市の空き家のうち「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の空き家数に対

する割合は、全国や千葉県と比較して高い値で推移しています。 
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３．市内の空き家の現状と課題 

白井市の空き家の現状は、総務省が行った令和５年住宅・土地統計調査の調査結果では推

計値で７．6％となり、５年前の調査から０．1 ポイントの上昇となりました。この数値は、

千葉県全体の推計値１２．3％を大きく下回るものの、街開きから４０年が経過した千葉ニ

ュータウン地区に、戸建ての住宅が数多く存在する実情を踏まえると、今後も進む少子高齢

化や人口減少から、戸建て住宅の空き家が急激に増加することや、近年発生する災害の激甚

化によって空き家の傷むスピードが加速化することが懸念されています。 

平成２７年に実施した市内の一戸建ての住宅の空き家の全体像を把握する調査業務委託

（表１参照）では、一戸建ての住宅の総数１１,５４７戸に対し空き家数は１９６戸、この

うち販売、賃貸物件の表示がない空き家は１６４戸で一戸建ての住宅の総数に対する割合

は約１．４％となっていました。このうち、令和 4 年 11 月までに除却や居住が確認でき

たものを除くと 71 戸にまで減少しています。しかし、市民から苦情・問い合わせによっ

て、新たに把握した空き家も多くあり、全体としては増加傾向にあります。 

また、前述の住宅・土地統計調査結果を基に当市の住宅の現状、空き家数を集計（表２参

照）したところ、市内住宅総数に対し戸建が過半を占めるものの、空き家総数に対する空き

家数では、戸建が占める割合は約３割となっています。しかし、法第２条第１項における空

家等に近い「賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空き家」の総数に対する戸建の割合は、約

４割となり、戸建の住宅ストックの多くは流通に回っていない状況にあり、さらに近隣住民

の生活環境に悪影響を及ぼすような腐朽・破損の状態にある空家総数のうち、戸建が占める

割合が約８割であることから、戸建の空き家への対応が課題となっています。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

表１ 

 

 

 

 

 



 

 

12 白井市空家等対策計画 

12 

表２ （住宅・土地統計調査による白井市の住宅の現状及び一戸建て空き家数） 

 

  出典：総務省 住宅・土地統計調査 

注：統計表の数値は四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

（「統計表利用上の注意」より抜粋）  

戸建の空き家の多く

は、賃貸・売却物件

になっていない。 

(参考)白井市の空き家率

1,980 戸 (空き家総数) 

25,900 戸 (住宅総数) 
＝7.6％ 
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４．空き家に関する苦情・問い合わせの状況と重要性 

白井市における空き家に関する問い合わせ件数は、年度により増減はあるものの全体的

には増加傾向にあり、その内容は植木・雑草の繁茂に関することが多くなっています。 

これらの苦情や問い合わせがあった空き家については、原則、市で現地の状況を確認し必

要に応じて空き家の所有者等に対して適切な管理を依頼するなどの対応をしていますが、

所有者等に連絡が取れない場合や、所有者等の事情により対応に至らない等によって、問題

が長期化する事例も見受けられます。 

しかし、市民等からの空き家の苦情・問い合わせは、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼ

すような管理不全な空き家の早期発見、早期解決に役立つことから、本計画における空き家

対策にとって、市民が市と連携・協働を行う重要な手段といえます。 
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第３章 空家等に関する対策に関する基本的な方針 

１．空家等に関する対策に関する基本的な方針 

白井市の空き家の現状と課題から、市が行う空家等の対策は、市民との連携・協働による

市民参加を行うことが、総合的かつ計画的に実施するために重要です。 

本計画における市民参加とは、所有者を含む市民一人一人が空き家問題について考え、行

動することをいい、これらを空き家コミュニケーションと呼ぶこととします。 

ついては、市の基本構想「ときめきと みどりあふれる 快活都市」の実現を目指し、 

対策の視点４項目及び空き家コミュニケーションによって、空家等の発生の予防により、空

き家率の上昇を抑制することに重点を置くことを基本的な方針とします。 

 

【対策の視点４項目】 

◎予 防 空家等の発生予防の促進 

◎活 用 空家等の有効活用の促進 

◎管 理 空家等の適切な管理の促進 

◎除 却 管理不全な空家等の解消 

 

 

 

２．空家等の調査に関する事項 

 今後も、住宅・土地統計調査による全国・千葉県・白井市及び近隣市の空き家率の推移、

空き家数の伸び率や空き家になっている住宅の内訳（賃貸・売却用及び二次的住宅を除く空

き家、賃貸用の空き家、売却用の空き家、二次的住宅）の推計値等の現状の把握を行うこと

とします。 

また、必要に応じ、市内の空き家の分布状況、空き家の所有者等の調査やアンケート等を

実施し、空家等に関するデータベースの整備を行うこととします。 

空家等の 

適切な管理の推進 

空家等の発生予防 

 

 

 
適切な管理がなされていない 

空家等への対応 

・住宅ストックの質の向上支援 

・空家等の利活用（移住定住）促進 

・住宅流通の活性化 

・所有者等からの相談体制の整備 

・所有者等への意識啓発 

・空家等の適切な管理の支援 

空き家 

コミュニケーション 
× 
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第４章 空家等に関する対策（発生予防・適切な管理の推進） 

１．住宅ストックの質の向上支援 予 防 活 用   

既存の住宅の性能の維持・向上がなされ、次の世代へのスムーズな引き継ぎや流通が促

進されることにより空家等の発生予防を推進します。市では、住宅に関する各種支援制度

を設けています。これらの支援制度の活用により、住宅の所有者等による住宅の性能の維

持・向上を推進します。 

 

 

２．空家等の利活用（移住定住）促進  予 防 活 用 

 空家等の発生の予防のためには、空家等を相続や流通によって、新たな引き継ぎ手（移

住定住希望者）に利活用され、地域の活性化に繋がる好循環を作り出すことが重要です。 

 市では、良質で豊富な住宅のストックを空家等の予備軍としてではなく、重要な資源と

してとらえ、支援制度により移住定住を促進します。 

 

  

住宅の性能の
維持・向上

流通促進
空家等の

発生予防

移住定住

希望者

空家等の

発生予防・減少
地域の活性化
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３．住宅流通の活性化・所有者等からの相談体制の整備 予 防  活 用 

供給側である住宅ストックの質の向上、空家等の利活用の促進には、需要側である移住定

住希望者と、その供給側を効率的に結び付ける仕組みが求められます。また、比較的市場価

値が高いと思われる良質な空家等も所有者等の事情により市場に流通しないケースがあり

ます。 

市では、需要と供給をマッチングする仕組みづくりや売却や賃貸などの有効活用を考え

る所有者等が抱える諸問題に対応するため、各種団体と連携し体制の整備を進めます。 

 

４．所有者等への意識啓発  予 防 

空家等は、法第 5 条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさ

ないよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等に

関する施策に協力するよう努めなければならない」と規定されているように、所有者等が適

切に管理することが原則です。 

市では、市広報紙や市ホームページ、パンフレット等により、法の趣旨、空家等の増加に

よって防犯、衛生、景観等の面で地域の生活環境に悪影響を及ぼすおそれがあることや、日

常的な維持管理を怠ることにより周辺住民に不安や迷惑を与えかねないことなどを周知す

ることにより、空家等に対する問題意識を高め、空家等の発生を抑制します 

 

  

住宅の所有者等が行う「空き家コミュニケーション」の 

取り組みの例 

 
・住宅の所有者等は、その住宅の維持管理が困難になり、管理不全な空き家と

ならぬよう、相続・管理・売却等について家族と相談をしておきましょう。 

 

・相談できる家族等が身の回りに居ない場合には、親戚、友人、近隣住民など

に空き家を委ねることができる関係の構築に努めましょう。 

 

・相談できる人が身の回りに居ない場合には、市や千葉司法書士会等の協定団

体及び身近な銀行や不動産業者等に助言や相談を求め、管理不全な空き家と

ならぬよう努めましょう。 

 

・所有者等が単身世帯の場合は、不測の事故等を想定し、近隣住民などに見回

り等の防犯や掃除・草刈り等の衛生管理を一時的に依頼できる関係の構築に

努めましょう。 

 

・空き家の相続人等は、相続登記を速やかに行うと共に、居住・賃貸・売却等

活用方法を検討し、やむを得ず空き家の状態で所有する場合は、居住者と同

等の維持管理を計画し、適切に実行するよう努めましょう。 
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※所有者等への意識啓発の内容例 

 

 

５．空家等の適切な管理の支援  活 用  管 理 除 却 

 相続等による所有者意識の希薄化や経済的・時間的・距離的な理由、適切な管理をする

ための情報不足等、所有者等が空家等を適切に管理できない状況になる理由は様々なもの

が挙げられます。 

また、発生した空家等については、その所有者等が適切に管理すると同時に、将来どの

ように活用するのか、活用が困難なものについては除却等を含めて検討し実際に行動する

ことが必要となります。 

市では、空家等が所有者等により適切に管理されるように、不動産や法律の専門的な知

識を有する団体等と連携し十分な情報提供を行います。 

 

  

•親が亡くなり実家を相続した。

•親が施設に入所することになった。

•子供が独立し、広すぎる一軒家からマンションに住み替えた。 等

誰もが空き家の所有者になる可能性があります。

•建物の劣化が進む。多額の修繕費用が必要になる。

•建物への不審者侵入、放火、ごみの不法投棄が発生。

•建物に起因する事故の発生、損害賠償請求。 等

空き家を放置すると・・・

•誰も住まなくなった時のことを家族等と決めておく。
（相続、管理の方法、売却、解体、賃貸等）

•現在の登記を確認しておく（相続登記はなされているか） 等

空き家化を予防するには・・・

•定期的な点検、除草や植木の剪定、修繕を実施する。

•となり近所の方とのコミュニケーションをとる。

•今後どうするかの方針決定をすみやかに行う
（管理の方法、売却、解体、賃貸等） 等

空き家の所有者になったら・・・



 

 

18 白井市空家等対策計画 

18 

第５章 適切な管理がなされていない空家等への対応 

１．空家等の適切な管理を促す文書等の送付  活 用  管 理 除 却 

 市は、市民等からの情報提供等に基づき、適切な管理がなされていない空家等の所有者

等に対して、法第 12 条の規定に基づき、その状態の改善を依頼する文書等または助言の

送付により適切な管理を促します。 

 改善が見られない場合は、必要に応じて、当該空家等が管理不全空家等や特定空家等に該

当するかどうかの判断等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

２．管理不全空家等・特定空家等の判断  活 用  管 理 除 却 

空家等が特定空家等に該当するかどうかの判定は、令和 4 年 4 月 1 日から運用を開始し

た「白井市特定空家等判定基準」に基づき、庁内関係課で慎重に判定し、その判定結果を白

井市空家等対策協議会で「判定及び措置の方針その他必要な事項」を協議したうえで、判断

等を行います。なお、「白井市特定空家等判定基準」は本計画とは別に定めており、今後、

管理不全空家等についても、判定基準を定めることとします。 

 

※ガイドライン「管理不全空家等」「特定空家等」の判断の参考となる基準の概要 

１．保安上危険に関して参考となる基準 

放置した場合悪影響 特定空家等 管理不全空家等 

(1)建築

物等の

倒壊 

①建築物 倒壊の恐れがあるほどの著しい

建築物の傾斜 等 

屋根の変形又は外装材の剥落もしくは脱落 

等 

②門、塀、

屋外階段 

倒壊のおそれがあるほどの著し

い門、塀、屋外階段等の傾斜 等 

構造部材の破損、腐朽、蟻害、腐食等 

③立木 倒壊のおそれがあるほどの著し

い立木の傾斜 等 

立木の伐採、補強等がなされておらず、腐

朽が認められる状態 

(2)擁壁の崩壊 擁壁の一部の崩壊又は著しい土

砂の流出 等 

擁壁のひび割れ等の部材の劣化、水のしみ

出し又は変状等 

(3)部材

等の落

下 

①外装材、

屋根ふき

材、手すり

材、看板等 

外装材、屋根ふき材、手すり

材、看板、雨樋、給湯設備、屋

上水槽等の剥落又は脱落 等 

外壁上部の外装材、屋根ふき材若しくは上

部に存する手すり材、看板、雨樋、給湯設

備、屋上水槽等の破損又はこれらの支持部

材の破損、腐食等 

②軒、バル

コニーその

他の突出物 

軒、バルコニーその他の突出物

の脱落 等 

軒、バルコニーその他の突出物の支持部分

の破損、腐朽等 

市民等が行う「空き家コミュニケーション」の取り組みの例 

 

・管理不全な空き家が発生させないための予防策や、発生した場合の対応策について、

身近な生活環境を守るために近隣同士で、日頃から協議検討に努めましょう。 
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２．衛生上有害に関して参考となる基準 

放置した場合悪影響 特定空家等 管理不全空家等 

(1)石綿の飛散 石綿の飛散の可能性が高い吹付

け石綿の露出又は石綿使用部材

の破損等 

吹付け石綿の周囲の外装材又は石綿使用部

材の破損等 

(2)健康

被害の

誘発  

①汚水等 排水設備（浄化槽を含む。以下

同じ。）からの汚水等の流出 等 

排水設備の破損等 

②害虫等 敷地等からの著しく多数の蚊、

ねずみ等の害虫等の発生 等 

清掃等がなされておらず、常態的な水たま

りや多量の腐敗したごみ等が敷地等に認め

られる状態 

③動物の糞

尿等 

敷地等の著しい量の動物の糞尿

等 等 

駆除等がなされておらず、常態的な動物の

棲みつきが敷地等に認められる状態 

 

３．景観悪化に関して参考となる基準 

放置した場合悪影響 特定空家等 管理不全空家等 

（景観悪化） 屋根ふき材、外装材、看板等の

著しい色褪せ、破損又は汚損 等 

補修等がなされておらず、屋根ふき材、外

装材、看板等の色褪せ、破損又は汚損が認

められる状態等 

 

４．周辺の生活環境の保全への影響に関して参考となる基準 

放置した場合悪影響 特定空家等 管理不全空家等 

(1)汚水等による悪臭

の発生 

排水設備の汚水等による悪臭の

発生 等 

排水設備の破損等又は封水切れ等 

(2)不法侵入の発生 不法侵入の形跡 等  開口部等の破損等 

(3)落雪による通行障

害等の発生 

頻繁な落雪の形跡 等 通常の雪下ろしがなされていないことが認

められる状態等 

(4)立木等による破

損・通行障害等の発

生 

周囲の建築物の破損又は歩行者

等の通行の妨げ等のおそれがあ

るほどの著しい立木の枝等のは

み出し 

立木の枝の剪定等がなされておらず、立木

の枝等のはみ出しが認められる状態 

(5)動物等による騒音

の発生 

著しい頻度又は音量の鳴き声を

発生する動物の敷地等への棲み

つき等 

駆除等がなされておらず、常態的な動物等

の棲みつき等が敷地等に認められる状態 

(6)動物等の侵入等の

発生 

周辺への侵入等が認められる動

物等の敷地等への棲みつき 

駆除等がなされておらず、常態的な動物等

の棲みつきが敷地等に認められる状態 

  

③立木の枝 立木の大枝の脱落 等 立木の大枝の剪定、補強がなされておら

ず、折れ又は腐朽が認められる状態 

(4)部材

等の飛

散 

①屋根ふき

材、外装

材、看板等 

屋根ふき材、外装材、看板、雨

樋等の剥落又は脱落 等 

屋根ふき材、外装材、看板、雨樋等の破損

又はこれらの支持部材の破損、腐食等 

②立木の枝 立木の大枝の飛散 等 立木の大枝の剪定、補強がなされておら

ず、折れ又は腐朽が認められる状態 
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３．法に基づく措置  活 用  管 理 除 却 

管理不全空家等または特定空家等に該当するものについては、速やかな措置が必要とな

ります。市は、管理不全空家等または特定空家等の所有者等に対して、法に基づき除却や修

繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るための必要な措置をとるように助言・

指導、勧告、命令、代執行の措置を講じます。 

 また、管理不全空家等または特定空家等の所有者等に対して「勧告」を行った場合は、こ

れらに係る敷地について固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外します。 

  

 

 

助言・指導 

（法第 22 条第１項）） 

空家等の市民からの情報提供等 

公告 

（法第 22 条第１０項）） 

略式代執行 

（法第 22 条第１0 項）） 

命令 

（法第 22 条第３項）） 

勧告 

（法第 22 条第２項）） 

行政代執行 

（法第 22 条第９項）） 

立入調査（法第９条第 2 項） 

※必要に応じて 

緊急行政代執行 

（法第 22 条第 11 項）） 

管理不全空家等 

適切な管理の空家

固定資産税等住宅

用地特例の除外 

固定資産税等住宅用地 

特例の除外

特定空家等の判定 

特定空家等 

現地確認・所有者等の調査 
（法第 9 条第 1 項） 

情報の提供、助言その他必要な援助 

（法第 12 条） 

 

管理不全空家等の判定 

指導（法第 13 条第 1 項） 

勧告（法第 13 条第 2 項） 

所有者等を確知している 

特定空家等に該当する 

可能性が高い場合等 

. 

危険な状態で緊急措置が必要な場合 

所有者等を確知できない 
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第 6 章 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

以下共通 予 防 活 用  管 理 除 却 

１．所有者等の協力 

本計画は、個人の財産である建築物等を対象としていることから、所有者等の協力が不可

欠です。市は、本計画及びに本計画に基づく空家等への対策について周知に努めます。 

 

２．庁内連携及び関係行政団体との連携 

空家等への対策は、防災、防犯、衛生、景観、福祉、税務のほか各種法令等の様々な側面

があることから、庁内の関係部局及び関係行政団体（警察、消防等）が連携し、総合的に施

策を推進することとします。 

 

３．各種団体・民間事業者との連携 

 所有者等からの空家等に関する相談等に対応するため、各種団体・民間事業者との連携に

努めます。 

令和５年度の法の改正により自治体や所有者へのサポート体制を構築するために「空家

等管理活用支援法人（空家等の情報提供、相談対応、空家等管理、所有者探索等を行う法人）」

制度が創設されたことから、必要に応じて団体の指定、制度の活用を検討します。 

 

４．法第 8 条第１項に基づく協議会の設置 

 市は、特定空家等に該当するような空家等が発生した場合に対応できるよう、市の実情を

反映させた特定空家等の判定基準の作成等その他必要な事項について協議することや、必要

に応じて本計画の見直し等に関する協議・意見を頂くことを目的として法第 8 条第 1 項に基

づく「白井市空家等対策協議会」を令和３年１０月１９日に設置しています。 

 

 担任する事務 

〇 白井市空家等対策計画の変更及び実施に関する事項 

〇 特定空家等の判定基準の作成及び改定に関する事項 

〇 特定空家等の判定及び措置の方針その必要な事項 

 

本協議会の概要・委員名簿・開催結果等は市ホームページの専用ページから最新の情報が

確認できますので、スマートフォン等で下記のＱＲコードを読み取ってください。 
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５．住宅又は空家等の所有者とその周囲の人たちによる連携の体制 

（空き家コミュニケーションの例） 

所有者が抱える様々な問題解決については、市役所のほか、家族、親戚、友人、

近隣住民、各種団体等へ相談・連携できる体制の構築に努めます。 

 

 

＜連携のイメージ＞ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

もしもの時は、 

〇〇に連絡しても

らえないかい？ 

もちろん、任せてよ。 
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１．空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号） 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活

環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本

指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家等対策計画の作成そ

の他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総

合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用

がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。第十四

条第二項において同じ。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれの

ある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著し

く景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

にあると認められる空家等をいう。 

 

（国の責務） 

第三条 国は、空家等に関する施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 国は、地方公共団体その他の者が行う空家等に関する取組のために必要となる情報の収集及び提供そ

の他の支援を行うよう努めなければならない。 

３ 国は、広報活動、啓発活動その他の活動を通じて、空家等の適切な管理及びその活用の促進に関し、

国民の理解を深めるよう努めなければならない。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 市町村は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する対策

の実施その他の空家等に関して必要な措置を適切に講ずるよう努めなければならない。 

２ 都道府県は、第七条第一項に規定する空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関し

この法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市

町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

 

（空家等の所有者等の責務） 

第五条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさな

いよう、空家等の適切な管理に努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する空家等に関する施策に
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協力するよう努めなければならない。 

 

（基本指針） 

第六条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的

な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 所有者等による空家等の適切な管理について指針となるべき事項 

四 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更するときは、あらかじめ、関係行政

機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

（空家等対策計画） 

第七条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即

して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めることができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策に

関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関する事

項 

六 特定空家等に対する措置（第二十二条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定に

よる勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項から第十一項までの規定による代執行をいう。

以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 前項第五号に掲げる事項には、次に掲げる区域内の区域であって、当該区域内の空家等の数及びその

分布の状況、その活用の状況その他の状況からみて当該区域における経済的社会的活動の促進のために

当該区域内の空家等及び空家等の跡地の活用が必要となると認められる区域（以下「空家等活用促進区

域」という。）並びに当該空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用の促進を図るた

めの指針（以下「空家等活用促進指針」という。）に関する事項を定めることができる。 
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一 中心市街地の活性化に関する法律（平成十年法律第九十二号）第二条に規定する中心市街地 

二 地域再生法（平成十七年法律第二十四号）第五条第四項第八号に規定する地域再生拠点 

三 地域再生法第五条第四項第十一号に規定する地域住宅団地再生区域 

四 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成二十年法律第四十号）第二条第二項に

規定する重点区域 

五 前各号に掲げるもののほか、市町村における経済的社会的活動の拠点としての機能を有する区域と

して国土交通省令・総務省令で定める区域 

４ 空家等活用促進指針には、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用に関する基本的な事項 

二 空家等活用促進区域における経済的社会的活動の促進のために活用することが必要な空家等の種類

及び当該空家等について誘導すべき用途（第十六条第一項及び第十八条において「誘導用途」という。）

に関する事項 

三 前二号に掲げるもののほか、空家等活用促進区域における空家等及び空家等の跡地の活用を通じた

経済的社会的活動の促進に関し必要な事項 

５ 空家等活用促進指針には、前項各号に掲げる事項のほか、特例適用建築物（空家等活用促進区域内の

空家等に該当する建築物（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第一号に規定する建築物

をいう。以下この項及び第九項において同じ。）又は空家等の跡地に新築する建築物をいう。次項及び

第十項において同じ。）について第十七条第一項の規定により読み替えて適用する同法第四十三条第二

項（第一号に係る部分に限る。次項において同じ。）の規定又は第十七条第二項の規定により読み替え

て適用する同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二項又は第三項

において準用する場合を含む。第九項において同じ。）の規定のただし書の規定の適用を受けるための

要件に関する事項を定めることができる。 

６ 前項の第十七条第一項の規定により読み替えて適用する建築基準法第四十三条第二項の規定の適用を

受けるための要件（第九項及び第十七条第一項において「敷地特例適用要件」という。）は、特例適用建

築物（その敷地が幅員一・八メートル以上四メートル未満の道（同法第四十三条第一項に規定する道路

に該当するものを除く。）に二メートル以上接するものに限る。）について、避難及び通行の安全上支障

がなく、かつ、空家等活用促進区域内における経済的社会的活動の促進及び市街地の環境の整備改善に

資するものとして国土交通省令で定める基準を参酌して定めるものとする。 

７ 市町村は、第三項に規定する事項を定めるときは、あらかじめ、当該空家等活用促進区域内の住民の

意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 

８ 市町村（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市及び同

法第二百五十二条の二十二第一項の中核市を除く。）は、第三項に規定する事項を定める場合において、

市街化調整区域（都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第七条第一項に規定する市街化調整区域をい

う。第十八条第一項において同じ。）の区域を含む空家等活用促進区域を定めるときは、あらかじめ、当

該空家等活用促進区域の区域及び空家等活用促進指針に定める事項について、都道府県知事と協議をし

なければならない。 

９ 市町村は、空家等活用促進指針に敷地特例適用要件に関する事項又は第五項の第十七条第二項の規定
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により読み替えて適用する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定のただし書の規定の適

用を受けるための要件（以下「用途特例適用要件」という。）に関する事項を記載するときは、あらかじ

め、当該事項について、当該空家等活用促進区域内の建築物について建築基準法第四十三条第二項第一

号の規定による認定又は同法第四十八条第一項から第十三項まで（これらの規定を同法第八十七条第二

項又は第三項において準用する場合を含む。第十七条第二項において同じ。）の規定のただし書の規定

による許可の権限を有する特定行政庁（同法第二条第三十五号に規定する特定行政庁をいう。以下この

項及び次項において同じ。）と協議をしなければならない。この場合において、用途特例適用要件に関

する事項については、当該特定行政庁の同意を得なければならない。 

１０ 前項の規定により用途特例適用要件に関する事項について協議を受けた特定行政庁は、特例適用建

築物を用途特例適用要件に適合する用途に供することが空家等活用促進区域における経済的社会的活動

の促進のためにやむを得ないものであると認めるときは、同項の同意をすることができる。 

１１ 空家等対策計画（第三項に規定する事項が定められたものに限る。第十六条第一項及び第十八条第

一項において同じ。）は、都市計画法第六条の二の都市計画区域の整備、開発及び保全の方針及び同法

第十八条の二の市町村の都市計画に関する基本的な方針との調和が保たれたものでなければならない。 

１２ 市町村は、空家等対策計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

１３ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び実施に関し、情報の提供、技術的な助

言その他必要な援助を求めることができる。 

１４ 第七項から前項までの規定は、空家等対策計画の変更について準用する。 

 

（協議会） 

第八条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以下こ

の条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議員、法

務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者をもって構成

する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

第二章 空家等の調査 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握するため

の調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第二十二条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、空家等の所有者

等に対し、当該空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくはその委任した者に、空家等

と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入らせ

ようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければならない。た

だし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 
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４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯

し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名

その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度において、そ

の保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別区の

存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有する情報で

あって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を

求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うもの

とする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公

共団体の長、空家等に工作物を設置している者その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必

要な情報の提供を求めることができる。 

 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸するため

に所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに

限る。）を除く。以下この条、次条及び第十五条において同じ。）に関するデータベースの整備その他空

家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第三章 空家等の適切な管理に係る措置 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報の提

供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

 

（適切な管理が行われていない空家等の所有者等に対する措置） 

第十三条 市町村長は、空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等

に該当することとなるおそれのある状態にあると認めるときは、当該状態にあると認められる空家等（以

下「管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、基本指針（第六条第二項第三号に掲げる事項に係る

部分に限る。）に即し、当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとなることを防止するために

必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指導をした場合において、なお当該管理不全空家等の状態が改善され

ず、そのまま放置すれば特定空家等に該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、当該指導を

した者に対し、修繕、立木竹の伐採その他の当該管理不全空家等が特定空家等に該当することとなるこ
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とを防止するために必要な具体的な措置について勧告することができる。 

 

（空家等の管理に関する民法の特例） 

第十四条 市町村長は、空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、家庭裁判

所に対し、民法（明治二十九年法律第八十九号）第二十五条第一項の規定による命令又は同法第九百五

十二条第一項の規定による相続財産の清算人の選任の請求をすることができる。 

２ 市町村長は、空家等（敷地を除く。）につき、その適切な管理のため特に必要があると認めるときは、

地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の八第一項の規定による命令の請求をすることができる。 

３ 市町村長は、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必要があると認める

ときは、地方裁判所に対し、民法第二百六十四条の九第一項又は第二百六十四条の十四第一項の規定に

よる命令の請求をすることができる。 

 

第四章 空家等の活用に係る措置 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十五条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの活用のため

に必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

 

（空家等の活用に関する計画作成市町村の要請等） 

第十六条 空家等対策計画を作成した市町村（以下「計画作成市町村」という。）の長は、空家等活用促進

区域内の空家等（第七条第四項第二号に規定する空家等の種類に該当するものに限る。以下この条にお

いて同じ。）について、当該空家等活用促進区域内の経済的社会的活動の促進のために必要があると認

めるときは、当該空家等の所有者等に対し、当該空家等について空家等活用促進指針に定められた誘導

用途に供するために必要な措置を講ずることを要請することができる。 

２ 計画作成市町村の長は、前項の規定による要請をした場合において、必要があると認めるときは、そ

の要請を受けた空家等の所有者等に対し、当該空家等に関する権利の処分についてのあっせんその他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（建築基準法の特例） 

第十七条 空家等対策計画（敷地特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十二

項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の日以後

は、同条第六項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十三条第二項第一号の規定の適用に

ついては、同号中「、利用者」とあるのは「利用者」と、「適合するもので」とあるのは「適合するもの

又は空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第七条第十二項（同条第

十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された同条第一項に規定する空家等対策計画

に定められた同条第六項に規定する敷地特例適用要件に適合する同項に規定する特例適用建築物で」と

する。 
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２ 空家等対策計画（用途特例適用要件に関する事項が定められたものに限る。）が第七条第十二項（同

条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表されたときは、当該公表の日以後は、同

条第五項に規定する特例適用建築物に対する建築基準法第四十八条第一項から第十三項までの規定の適

用については、同条第一項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「特定行政庁が」

とあるのは「特定行政庁が、」と、「認め、」とあるのは「認めて許可した場合」と、同条第一項ただし

書中「公益上やむを得ない」とあるのは「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第

百二十七号）第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定により公表された

同条第一項に規定する空家等対策計画に定められた同条第九項に規定する用途特例適用要件（以下この

条において「特例適用要件」という。）に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」

と、同条第二項から第十一項まで及び第十三項の規定のただし書の規定中「公益上やむを得ない」とあ

るのは「特例適用要件に適合すると認めて許可した場合その他公益上やむを得ない」と、同条第十二項

ただし書中「特定行政庁が」とあるのは「特定行政庁が、特例適用要件に適合すると認めて許可した場

合その他」とする。 

 

（空家等の活用の促進についての配慮） 

第十八条 都道府県知事は、第七条第十二項（同条第十四項において準用する場合を含む。）の規定によ

り公表された空家等対策計画に記載された空家等活用促進区域（市街化調整区域に該当する区域に限る。）

内の空家等に該当する建築物（都市計画法第四条第十項に規定する建築物をいう。以下この項において

同じ。）について、当該建築物を誘導用途に供するため同法第四十二条第一項ただし書又は第四十三条

第一項の許可（いずれも当該建築物の用途の変更に係るものに限る。）を求められたときは、第七条第

八項の協議の結果を踏まえ、当該建築物の誘導用途としての活用の促進が図られるよう適切な配慮をす

るものとする。 

２ 前項に定めるもののほか、国の行政機関の長又は都道府県知事は、同項に規定する空家等対策計画に

記載された空家等活用促進区域内の空家等について、当該空家等を誘導用途に供するため農地法（昭和

二十七年法律第二百二十九号）その他の法律の規定による許可その他の処分を求められたときは、当該

空家等の活用の促進が図られるよう適切な配慮をするものとする。 

 

（地方住宅供給公社の業務の特例） 

第十九条 地方住宅供給公社は、地方住宅供給公社法（昭和四十年法律第百二十四号）第二十一条に規定

する業務のほか、空家等活用促進区域内において、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等の活用

のために行う改修、当該改修後の空家等の賃貸その他の空家等の活用に関する業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により地方住宅供給公社が同項に規定する業務を行う場合における地方住宅供給公社法第

四十九条の規定の適用については、同条第三号中「第二十一条に規定する業務」とあるのは、「第二十一

条に規定する業務及び空家等対策の推進に関する特別措置法（平成二十六年法律第百二十七号）第十九

条第一項に規定する業務」とする。 

 

（独立行政法人都市再生機構の行う調査等業務） 
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第二十条 独立行政法人都市再生機構は、独立行政法人都市再生機構法（平成十五年法律第百号）第十一

条第一項に規定する業務のほか、計画作成市町村からの委託に基づき、空家等活用促進区域内における

空家等及び空家等の跡地の活用により地域における経済的社会的活動の促進を図るために必要な調査、

調整及び技術の提供の業務を行うことができる。 

 

（独立行政法人住宅金融支援機構の行う援助） 

第二十一条 独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人住宅金融支援機構法（平成十七年法律第八

十二号）第十三条第一項に規定する業務のほか、市町村又は第二十三条第一項に規定する空家等管理活

用支援法人からの委託に基づき、空家等及び空家等の跡地の活用の促進に必要な資金の融通に関する情

報の提供その他の援助を行うことができる。 

 

第五章 特定空家等に対する措置 

第二十二条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹の

伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危

険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、

建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が改善

されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、

立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなか

った場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧

告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようとする

者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書

を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機

会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見書の

提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じよう

とする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じようと

する措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知するとと

もに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出する

ことができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその

措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みが
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ないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら義務者のなす

べき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

１０ 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜられ

るべき者（以下この項及び次項において「命令対象者」という。）を確知することができないとき（過失

がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項の勧告が行われるべき者を確知することができないため

第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。）は、市町村長は、当該命令対象者

の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者（以下この項及び次項に

おいて「措置実施者」という。）にその措置を行わせることができる。この場合においては、市町村長

は、その定めた期限内に命令対象者においてその措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わ

ないときは市町村長又は措置実施者がその措置を行い、当該措置に要した費用を徴収する旨を、あらか

じめ公告しなければならない。 

１１ 市町村長は、災害その他非常の場合において、特定空家等が保安上著しく危険な状態にある等当該

特定空家等に関し緊急に除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措

置をとる必要があると認めるときで、第三項から第八項までの規定により当該措置をとることを命ずる

いとまがないときは、これらの規定にかかわらず、当該特定空家等に係る命令対象者の負担において、

その措置を自ら行い、又は措置実施者に行わせることができる。 

１２ 前二項の規定により負担させる費用の徴収については、行政代執行法第五条及び第六条の規定を準

用する。 

１３ 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省令・総

務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

１４ 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合にお

いては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

１５ 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二条及

び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

１６ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために必要

な指針を定めることができる。 

１７ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総務省

令で定める。 

 

第六章 空家等管理活用支援法人 

（空家等管理活用支援法人の指定） 

第二十三条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非

営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は空家等の管理若し  くは活用を図る活動を行

うことを目的とする会社であって、次条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができると認めら

れるものを、その申請により、空家等管理活用支援法人（以下「支援法人」という。）として指定するこ

とができる。 

２ 市町村長は、前項の規定による指定をしたときは、当該支援法人の名称又は商号、住所及び事務所又
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は営業所の所在地を公示しなければならない。 

３ 支援法人は、その名称若しくは商号、住所又は事務所若しくは営業所の所在地を変更するときは、あ

らかじめ、その旨を市町村長に届け出なければならない。 

４ 市町村長は、前項の規定による届出があったときは、当該届出に係る事項を公示しなければならない。 

 

（支援法人の業務） 

第二十四条 支援法人は、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 空家等の所有者等その他空家等の管理又は活用を行おうとする者に対し、当該空家等の管理又は活

用の方法に関する情報の提供又は相談その他の当該空家等の適切な管理又はその活用を図るために必

要な援助を行うこと。 

二 委託に基づき、定期的な空家等の状態の確認、空家等の活用のために行う改修その他の空家等の管

理又は活用のため必要な事業又は事務を行うこと。 

三 委託に基づき、空家等の所有者等の探索を行うこと。 

四 空家等の管理又は活用に関する調査研究を行うこと。 

五 空家等の管理又は活用に関する普及啓発を行うこと。 

六 前各号に掲げるもののほか、空家等の管理又は活用を図るために必要な事業又は事務を行うこと。 

 

（監督等） 

第二十五条 市町村長は、前条各号に掲げる業務の適正かつ確実な実施を確保するため必要があると認め

るときは、支援法人に対し、その業務に関し報告をさせることができる。 

２ 市町村長は、支援法人が前条各号に掲げる業務を適正かつ確実に実施していないと認めるときは、支

援法人に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

３ 市町村長は、支援法人が前項の規定による命令に違反したときは、第二十三条第一項の規定による指

定を取り消すことができる。 

４ 市町村長は、前項の規定により指定を取り消したときは、その旨を公示しなければならない。 

 

（情報の提供等） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、支援法人に対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供又は指導

若しくは助言をするものとする。 

２ 市町村長は、支援法人からその業務の遂行のため空家等の所有者等を知る必要があるとして、空家等

の所有者等に関する情報（以下この項及び次項において「所有者等関連情報」という。）の提供の求めが

あったときは、当該空家等の所有者等の探索に必要な限度で、当該支援法人に対し、所有者等関連情報

を提供するものとする。 

３ 前項の場合において、市町村長は、支援法人に対し所有者等関連情報を提供するときは、あらかじめ、

当該所有者等関連情報を提供することについて本人（当該所有者等関連情報によって識別される特定の

個人をいう。）の同意を得なければならない。 

４ 前項の同意は、その所在が判明している者に対して求めれば足りる。 
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（支援法人による空家等対策計画の作成等の提案） 

第二十七条 支援法人は、その業務を行うために必要があると認めるときは、市町村に対し、国土交通省

令・総務省令で定めるところにより、空家等対策計画の作成又は変更をすることを提案することができ

る。この場合においては、基本指針に即して、当該提案に係る空家等対策計画の素案を作成して、これ

を提示しなければならない。 

２ 前項の規定による提案を受けた市町村は、当該提案に基づき空家等対策計画の作成又は変更をするか

否かについて、遅滞なく、当該提案をした支援法人に通知するものとする。この場合において、空家等

対策計画の作成又は変更をしないこととするときは、その理由を明らかにしなければならない。 

 

（市町村長への要請） 

第二十八条 支援法人は、空家等、管理不全空家等又は特定空家等につき、その適切な管理のため特に必

要があると認めるときは、市町村長に対し、第十四条各項の規定による請求をするよう要請することが

できる。 

２ 市町村長は、前項の規定による要請があった場合において、必要があると認めるときは、第十四条各

項の規定による請求をするものとする。 

３ 市町村長は、第一項の規定による要請があった場合において、第十四条各項の規定による請求をする

必要がないと判断したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該要請をした支援法人に通知する

ものとする。 

 

第七章 雑則 

第二十九条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円

滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充

その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関

する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。 

 

第八章 罰則 

第三十条 第二十二条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処する。 

２ 第九条第二項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入調査を

拒み、妨げ、若しくは忌避した者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。た

だし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算して六月を超

えない範囲内において政令で定める日から施行する。 
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（検討） 

２  政 府 は 、 こ の 法 律 の 施 行 後 五 年 を 経 過 し た 場 合 に お い て 、 こ の 法 律 の 施 行 の 状 況 を 勘         

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措

置を講ずるものとする。 

 

附 則 （令和五年六月一四日法律第五〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、附則第三条の規定は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 地方自治法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定する施行時

特例市に対するこの法律による改正後の空家等対策の推進に関する特別措置法（以下この条において

「新法」という。）第七条第八項及び第十八条第一項の規定の適用については、新法第七条第八項中

「及び同法」とあるのは「、同法」と、「中核市」とあるのは「中核市及び地方自治法の一部を改正す

る法律（平成二十六年法律第四十二号）附則第二条に規定する施行時特例市」とする。 

２ 新法第二十二条第十項及び第十二項（同条第十項に係る部分に限る。）の規定は、この法律の施行の

日（以下この条及び附則第六条において「施行日」という。）以後に新法第二十二条第十項後段の規定

による公告を行う場合について適用し、施行日前にこの法律による改正前の空家等対策の推進に関する

特別措置法（次項において「旧法」という。）第十四条第十項後段の規定による公告を行った場合につ

いては、なお従前の例による。 

３ 新法第二十二条第十一項及び第十二項（同条第十一項に係る部分に限る。）の規定は、施行日以後に

同条第二項の規定による勧告を行う場合について適用し、施行日前に旧法第十四条第二項の規定による

勧告を行った場合については、なお従前の例による。 

 

（政令への委任） 

第二条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措置を含

む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後五年を目途として、この法律による改正後の規定について、その施行

の状況等を勘案して検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとする。 
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２．空家等に関する相談受付窓口 

 

空家等に関する相談受付窓口 都市建設部 建築宅地課 

 

 東庁舎２階３１番窓口での受付のほか、電話等による相談も受け付けています。 

 ○連絡先：０４７－４９２－１１１１（内線３７１４・５） 

 ○市ホームページ「空家等は適切に管理しましょう」から最新の情報が確認できます

ので、スマートフォン等で下記のＱＲコードを読み取ってください。 

 

 

 

 

 

 

 （主な掲載内容） 

 ・空家等対策の推進に関する特別措置法について 

・空家等、特定空家等とは 

 ・所有者等の責任について（民法の抜粋） 

 ・これから空き家を所有する可能性がある方へ 

 ・空き家や宅地に関する無料相談について（千葉県ＨＰへリンク） 

 ・不動産取引の価格情報（国土交通省 土地総合情報システムへリンク） 

 ・相続登記・法律相談窓口の案内（千葉司法書士会） 

 ・市内の不動産会社の相談窓口の案内（白井市商工会） 

 ・管理業務等相談窓口の案内（白井市シルバー人材センター） 
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３．空家等への対策に関する庁内連携体制と取組み状況 

 

○庁内連携体制 （令和 6 年 9 月 1 日現在） 

空家等対策計画に関すること 

都市建設部 建築宅地課 空家等の発生の防止、市民への啓発に関すること 

空家等に関する庁内の調整に関すること 

空家等の所有者等への適切な管理の依頼に関するこ

と 

市民環境経済部 市民活動支援課 

市民環境経済部 環境課 

特定空家等に関すること 
市民環境経済部 市民活動支援課 

管理不全空家等に関すること 

その他空家等に関すること 
都市建設部 建築宅地課 

その他関係部局 

 

○庁内の取組み状況 

本編第４章に関係する取組み 

1. 住宅ストックの質の向上支援 予 防 活 用 

【具体的な施策・事業】 [ ]内は担当課略称 

木造住宅耐震診断無料相談会 

[建宅] 

千葉県建築士事務所協会の専門相談員が市民の

相談を受付けます。（年６回開催、予約制） 

耐震診断・改修工事補助金 [建宅] 診断費及び工事費の一部を補助します。 

危険コンクリートブロック塀対策事

業補助金 [建宅] 

沿道の高さ 1.2ｍを超える危険なコンクリートブ

ロック塀の除去工事費の一部を補助します。 

住宅用省エネルギー設備等導入促進

事業補助金 [環境] 

家庭用燃料電池システム、窓の断熱改修等の設

置費の一部を補助します。 

 

 

2. 空家等の利活用（移住定住）促進 予 防 活 用 

【具体的な施策・事業】 [ ]内は担当課略称 

親元同居近居支援補助金 

[建宅] 

市内在住の親世帯と同居・近居を目的に転入し

た子世帯へ住宅購入費の一部を補助します。 

若い世代定住促進支援金 

[企政] 

教育資金に係る融資等を受け、大学卒業後も引

き続き当市に定住する方に補助します。 

マイホーム借上げ制度（JTI）の紹介 

[建宅] 

50 代以上が所有する住宅の借上げ、子育て世帯

等へ転貸する制度を紹介します。 

  

 
担当課への直通連絡先 [建宅]401-4675  [環境]401-5409  [秘書]401-6913 
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3. 住宅流通の活性化・所有者からの相談体制の整備 予 防  活 用 

【具体的な施策・事業】 [ ]内は担当課略称 

空家等の対策に関する協定 [建宅] 

（千葉司法書士会との協定） 

所有者の相談体制の整備 法律、相続人関係、

相続財産管理人選任申立関係、利活用等 

市ＨＰでの不動産取引情報掲載 

 

国交省土地総合情報システムで取引価格の目安

を知ることができます。 

市ＨＰでの所有者及び近隣住民からの

問い合わせ例の掲載 

所有者や近隣住民からよくある質問と回答内容

を掲載 

 

4. 所有者への意識啓発 予 防 

【具体的な施策・事業】 

固定資産税の納税通知書による啓発 空家等の適切な管理を依頼する文言を掲載 

終活支援講座での啓発 受講生へのチラシ配布 

終活個別相談会の実施 空家等の発生予防に繋がる終活相談会を実施 

死亡届提出時の啓発 届出者へのおくやみガイドブック配布 

関係課及び各駅前センターでの啓発 各窓口でチラシの配架 

市ＨＰでの所有者責任情報掲載 民法第 717 条、第 940 条を例示 

効果的な意識啓発の手法の検討・実施 ＳＮＳ等を活用 

 

5. 空家等の適切な管理支援 活 用  管 理 除 却 

【具体的な施策・事業】 [ ]内は担当課略称 

空き家等の適切な管理の推進に関する

協定（白井市シルバー人材センター） 

[建宅] 

見回り、点検、除草、樹木の剪定、清掃、換気

等の請負業務 

ふるさと納税 お礼の品として空き家見回りサービス 

 

本編第 5 章に関係する取組み 

１． 空家の適切な管理を促す文書等の送付 活 用  管 理 除 却 

【具体的な施策・事業】 

空家等に関する相談受付 所有者及び近隣住民からの相談窓口一元化 

改善を促す文書等の送付 現地確認のうえ、文書の送付を行う。 

 

２.特定空家等の判断   活 用  管 理 除 却 

【具体的な施策・事業】 

判定基準 令和４年４月１日から運用開始 

 
担当課への直通連絡先 [建宅]401-4675 
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４.各種団体との連携 

 

空き家等の適切な管理の推進に関する協定 公益社団法人白井市シルバー人材センター 

協定の目的 

・相互に連携、協力し、空き家等が管理不全の状態とならないよ

う適切な管理を進めることにより、良好な生活環境の保全及び

安全で安心なまちづくりの推進に寄与すること。 

 

※空き家等：市内に所在する建築物及びこれに附属する工作物であって、居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（空き家等の適正

な管理の推進に関する協定書第２条第１号） 

市が行う業務 

・空き家等の所有者等から空き家等の管理の相談を受けた場合

は、白井市シルバー人材センターの業務を紹介する。 

・市広報紙、ホームページなどにより、白井市シルバー人材セン

ターが行う管理業務の広報に努める。 

白井市シルバー

人材センターが

行う業務 

・空き家等の所有者等との契約により、空き家等の見回り、外観

点検、除草、樹木の剪定、清掃、換気、状況報告などの業務を

行う。 

（市外在住の所有者は、ふるさと納税による依頼も可能） 

  

 

空家等の対策に関する協定書 千葉司法書士会 

協定の目的 

・相互に連携、協力し、空き家等が管理不全の状態とならないよ

う空家等の対策を進めることにより、良好な生活環境の保全及

び安全で安心なまちづくりの推進に寄与すること。 

 

※空き家等：市内に所在する建築物及びこれに附属する工作物であって、居住その

他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（空き家等の適正

な管理の推進に関する協定書第２条第１号） 

市が行う業務 

・空き家等の所有者等から空き家等の管理の相談を受けた場合

は、千葉司法書士会の業務を紹介する。 

・市広報紙、ホームページなどにより、千葉司法書士会が行う相

談業務の広報に努める。 
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千葉司法書士会

が行う業務 

 

・空き家等の所有者等との契約により、空家等に関する法律相談、

相続人の調査・特定及び相続登記、相続財産管理人選任申立書等

の作成、空き家の利活用・跡地利用等に関する各種契約内容の相

談などの業務を行う。 

 

※30 分間無料相談（担当司法書士事務所内にて）を受ける場合には、 

白井市に事前に相談が必要となる。 

 

 

※今後、不動産や法律の専門的な知識を有する団体との連携を検討します。 

 

 

5.千葉県並びに県内市町村等との連携 

 

千葉県では、住生活基本法（平成１８年法律第６１号）において定められた、住宅関係

者の責務と相互の連携及び協力に関する努力義務を踏まえ、地方公共団体等の公的機関を

始め、住宅関連事業者等が相互に連携・協働を強化するための場として「千葉県すまいづ

くり協議会」及び専門部会として「空家等対策専門部会」を設置しています。 

当市は、協議会委員として参加し、千葉県並びに他市町村及び関係団体と共に空家等状

況及び空家等対策に関する情報を収集し、空家等対策の実施などについて検討をおこなっ

ています。 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

白井市空家等対策計画に関するお問い合わせは 

白井市役所 都市建設部 建築宅地課 建築班  

TEL 047-492-1111 


